
木村：AbsenteeandEarlyVoting 37

「米国は、投票革命の最中にあり、選挙日

以外における投票が着実に増加しつつある。」

という文章で始まる本書は、米国の不在者投

票及び期日前投票に関する初の本格的研究書

である。その考察範囲は、全米50州のあらゆ

る投票方法を網羅しており、その議論は、

様々なデータを利用した実証研究に基づいて

いる。2006年出版であるが、その主張は、

益々重要性を増している。

1980年以前の米国において20人に１人が不

在者投票を行っていたのに対し、現在では、

４人に１人が選挙日における投票所での投票

以外の投票方法を利用している。そして、そ

の投票方法の種類は増大し、状況は州によっ

て大きく異なっている。このような劇的変化

は、深遠なインプリケーションを持ってお

り、様々な疑問が湧いてくる。投票率は、上

昇するのか。投票は、より便利になるのか。

選挙人は、新しい投票方法を好むのか。不在

者投票の増加は、不正を増加させ投票の秘密

を侵害するのか。政党や支持団体等の第三者

は、不在者投票を依頼したり票を集めたりす

ることに係るべきか。不在者投票と期日前投

票は、選挙という共同体の行事に対する市民

感覚を失わせないだろうか。選挙人は、重要

な選挙運動情報を受け取る前に投票するので

あろうか。本書は、これらの疑問を念頭に、

現状がどうなっており、どのようにそうなっ

たのか、そして、投票方法の大きな変化が何

を意味し、これからどうすべきかを検討する。

本書の構成は、以下のとおりである。

序論

第１章 不在者投票と期日前投票の歴史

第２章 不在者投票と期日前投票の現状及び

従来と今後の傾向

第３章 不在者投票と期日前投票：投票率と

投票者の利便性

第４章 不在者投票と期日前投票の落とし穴

結論と提言

序論では、まず本書のテーマと目的が説明

され、解明すべき様々な疑問が提示されてい

る。続いて、全体の議論の流れが各章の概要

紹介を通して明らかにされる。

第１章では、米国の不在者投票と期日前投

票の歴史が簡潔にまとめられている。不在者

投票は、地理的に移動する人々が増大し、彼

らが選挙権を行使できるようにする必要から

発展した。その始まりは、南北戦争で戦う兵

士のために導入されたことに遡る。民間人の

不在者投票は、20世紀初頭になって導入さ

れ、直ちに殆どの州に広まった。当時は、投

票の秘密の保障を中心とした選挙改革が普及

した時代と重なり、不在者投票においても、

投票の秘密の確保や不正防止に様々な工夫が

なされた。初期における方法のひとつに、同

じ州の他の投票所で投票させるものがあっ

た。郵便投票の導入に当たっては、選挙人が
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公証人の前で投票用紙に記入し、記入済み投

票用紙は密封され、公証人が他人による記入

も強制もなかったことを証明する方法がとら

れた。不在者投票の対象者は、兵士、鉄道労

働者、仕事上の出張者、病人、老人等、徐々

に拡大されていったが、選挙日に投票所で投

票できない正当な理由を持つ者に限定されて

いた。

第二次世界大戦を契機に、海外に駐留する

軍人のために在外不在者投票制度（日本でい

う在外選挙）が導入され、1955年には、軍人

の配偶者及び家族にも投票資格が与えられ

た。その後、軍関係者以外も在外不在者投票

の対象に加えられ、1975年には、米国での住

所保有如何に拘らず国外有権者に不在者投票

が認められ、実質的に全ての在外米国市民が

選挙権を認められるに至っている。

国内に目を転じると、不在者投票を拡大す

る動きが1960年代と1970年代初期に始まり、

現在まで継続している。特筆すべきは、1978

年にカリフォルニア州が無弁解不在者投票

（不在者投票する理由を求めない）制度を導

入し、2004年までに26の州がそれに倣ったこ

とである。それらの州では、誰でも不在者投

票が出来るようになっている。また、多くの

州で公証人の利用が廃止され、1991年時点で

公証人による証明を要求するのは、８州のみ

となった。

更に、オレゴン州は、1980年代にそれまで

限定的に利用されていた郵便投票を全ての選

挙人に適用し始め、1998年には、全ての選挙

を郵便投票で行うことを決定した。全ての選

挙人は、不在者かどうかに拘わりなく、投票

所に行くことなく郵便で投票用紙を受け取

り、記入済み投票用紙を返送するか投票箱

（必ずしも投票所ではなく、したがって投票

所は必要なくなった）に投ずる。（評者注：

2011年現在、ワシントン州も、１つの郡を除

く州内全域で郵便投票を採用するに至ってい

る。）その他、永続的不在者投票資格が、完

全郵便投票制度採用前のオレゴン州、1990年

代初頭にワシントン州、そして2002年にカリ

フォルニア州で採用され、そこでは選挙毎に

不在者投票を申請する必要がなくなってい

る。期日前投票については、地方自治体の役

所における選挙日前の不在者投票という方法

で長い間ある程度認めてきたが、1990年代に

入り、多くの州が本格的に実施するように

なった。

第２章は、不在者投票と期日前投票の現状

と変化を2004年選挙のデータを中心に分析す

る。実際の投票事例には、期日前投票に該当

するのか不在者投票に該当するのか分類が困

難なものがあり、州又は地方政府によっても

分類方法に相違があるが、本書では、期日前

投票を「選挙日前における投票所での投票」、

不在者投票を「投票所に備わっている投票の

秘密の保障のない投票」とする技術的定義を

採用する。この技術的定義は、投票の秘密の

保障や不正防止を含め本書が答えようとする

様々な疑問を検討するうえで重要である。

データによると、2004年選挙で約123百万

票が投ぜられ、その14.5％が不在者投票、

7.5％が期日前投票であった。また、各州は、

４つのカテゴリーに分類される。第一カテゴ

リーには、24の州とワシントンＤＣが含ま

れ、不在者投票と期日前投票の両者とも少な

く、両者の合計が投票総数の15％以下であ

る。第二カテゴリーは、不在者投票15％以上

と期日前投票５％以下の11州である。ここに

は、オレゴン州、ワシントン州、カリフォル

ニア州が含まれ、この３州で全米の不在者投

票総数の40％以上を占める。第三カテゴリー

は、期日前投票15％以上と不在者投票５％以

下で５つの州が含まれる。大規模な期日前投

38 茨城大学人文学部紀要 社会科学論集



木村：AbsenteeandEarlyVoting 39

票は比較的最近の現象であるが、その中でも

テキサス州とテネシー州では、投票総数の５

割に近づいている。また、これら５州は、不

在者投票には理由を要求する一方、無弁解で

期日前投票を認め、全米の期日前投票総数の

65.6％を占めている。第四カテゴリーは、不

在者投票と期日前投票のそれぞれが投票総数

の5％以上で、両者の合計が15％以上と定義

される。ここには、10の州が含まれ、ネバダ

州とニューメキシコ州では、合計が50％を超

えている。

不在者投票は、第二次世界大戦から1970年

代まで投票総数の４％から５％で安定してい

た。その増大は、1978年の無弁解不在者投票

制度導入を契機に1980年代のカリフォルニア

州から始まり、1990年代にはオレゴン州とワ

シントン州を初めとするいくつもの州で著し

い増加が生じ、現在では投票総数の15％に近

づいている。期日前投票の方は、1980年代末

にテキサス州で導入され1990年代にいくつか

の州で本格的に実施されて以来、不在者投票

を超えるペースで急増している。選挙日前に

おける投票の増加傾向には、止まる兆候が見

られない。

選挙人が選挙日前に投票する場合、どの程

度前なのであろうか。2004年選挙では、投票

総数のうち、12.7％が選挙日の１日前から１

週間前の間に、6.6％が１週間前から２週間

前の間に、そして3.1％が２週間以上前に投

票しており、全てにおいて2000年選挙より増

加している。更に、１週間前以内における投

票が最も多いにせよ、2000年と2004年を比べ

ると、２週間以上前の相対的割合が増加して

いる。制度的には、期日前投票の場合、２週

間から２週間半前から投票を認める州が多い

が、ジョージア州の１週間前からニューメキ

シコ州の40日前まで様々である。不在者投票

の場合も、２週間前には投票を認める州が最

も多い。また、在外不在者投票では全ての州

が45日前に、オレゴン州の郵便投票では６週

間前に投票用紙を選挙人に郵送する。かなり

早期に投票する機会は増大し続けているが、

選挙人が実際どれだけ早く投票するかは様々

な要因があり、投票早期化の傾向が継続する

かは予測困難である。

不在者投票と期日前投票の長所として最も

よく主張されるのは、投票率の改善と選挙人

にとっての利便性である。第３章は、この主

張をデータによって検証する。前者について

結論を述べれば、地方選挙やイニシャチブの

ような非常に投票率の低い選挙では投票率に

改善が見られるが、大統領選挙や激戦区のよ

うに注目される選挙での効果は、あったとし

ても小さい。以前から投票しない者には効果

がなく、たまにしか投票しない者に投票させ

るのがせいぜいであることを多くの調査が示

している。すなわち、常に投票する者は、ど

のような障害があっても投票するが、投票し

ない者は、いくら簡単になっても投票しない

ということである。その他、政党による選挙

人への働きかけが不在者投票の増加に影響す

る。利便性については、いくつかの世論調査

が引用され、期日前投票も不在者投票も人々

に好まれていること、投票しない者が投票し

ない理由として投票の不便さに関する事項

（忙しい等）を挙げる場合も少なくなかった

ことが示されている。但し、2004年選挙は

2000年選挙と比べ選挙日前の投票が大きく増

加したのにも拘らず、投票しない理由として

忙しいと答えた者の割合は同じであった。選

挙日前における投票の効果は、投票率の改善

には小さいが、選挙人に選択肢を与え、多忙

な中での投票を容易にすることであると言え

る。

第４章では、不在者投票と期日前投票の欠

点に注意が向けられる。不在者投票の問題



は、投票の秘密を確保し他人の干渉を排除す

る環境が保障されないため、不正と強制が行

われる危険性である。（評者注：米国の不在

者投票では、投票用紙の送付および記入済み

投票用紙の返送に郵便の利用が通常である。

公共施設に投票箱が設置される場合もある。

在外不在者投票では、小規模なインターネッ

ト投票が実験されたことがあり、一部の州が

ファックスでの投票も認めている。）また、

政党等の第三者の関与にも問題が指摘されて

いる。例えば、票を確保するため、選挙人に

代わって不在者投票用紙の申請を行うことが

あるが、投票用紙の選挙人への送達を選挙広

告や選挙運動に合わせるため、申請書提出の

タイミングを操作すること等である。更に、

記入済み投票用紙が選挙管理機関に届けられ

る過程で第三者の関与が可能であり、不正が

起こり得る。

投票所で投票する期日前投票には上記のよ

うな問題は少ないが、不在者投票と同様、投

票を唯一の選挙日以外に行うことは、人々が

集って重要な決定を行う「市民の日」として

の選挙日を失う問題がある。これは、国に

とっての心理的価値の喪失のみでなく、長い

投票期間を設定することにより人々が投票す

る誘因を弱め、選挙人の動員を困難にする。

さらに、候補者や政党から重要な選挙情報を

受け取る前の投票が増大する。

最後に著者は、上述した現状と問題を踏ま

え、改善のための提言を行う。その要点は、

第一に、選挙日における投票所での投票をよ

り利用しやすくすることである。その手段に

は、通常の勤務時間の前後に投票できるよう

投票時間を少なくとも午前６時から午後９時

までに延長する、小さな投票区毎の投票所を

交通の便が良い場所の大きな投票所に置き換

え、そのどこでも投票できるようにする（コ

ンピュータ化した全州の選挙人のデータベー

ス作成が前提となる）ことが含まれる。第二

に、投票所における短く集中した期日前投票

期間を設定し、理由を要求することなく期日

前投票を認める。第三に、不在者投票には理

由を求め、公証制度の利用を考慮する。その

他、投票過程における第三者の関与の制限、

本人確認方法の改善、及び選挙人への情報提

供等の提案、そして４つのカテゴリー毎にき

めの細かい改善策が議論される。

本書の内容は、以上のとおりであるが、そ

の最大の意義は、二つの点に求めることが出

来る。一つは、不在者投票と期日前投票につ

いて、歴史的起源に遡ってその展開を跡付け

ると同時に、集計方法が不統一な膨大なデー

タを様々な工夫により利用し、各州の特徴に

まで立ち入った詳細な全体像を描いたことで

ある。もう一つは、選挙人にとっての選挙権

行使および利便性と不正を初めとする様々な

欠点という２つの対立する側面を明確にし、

バランスの取れた提言を行ったことである。

物足りない点を強いて挙げれば、著者も断っ

ているように、不在者投票と期日前投票が選

挙の管理運営にもたらす効果については、本

書の考察の範囲外になっていることである。

例えば、複数の投票方法を同時に運営するこ

とが選挙行政官にとって又は金銭的にどの程

度大きな負担となるのかという点はほとんど

議論されていないが、資源が有限である以

上、様々な改革案にもコスト面を考慮に入れ

る必要があろう。

本書の議論は、また日本の不在者投票と期

日前投票を考える上でも大きな参考となる。

平成21年の衆議院議員選挙で選挙日以外にお

ける投票が投票総数の20％に達し、その９割

以上が期日前投票である。平成９年に不在者

投票事由が緩和され、平成15年に選挙人が所

属地（選挙人登録されている市町村）で投票

する場合を、不在者投票から切り離し、新た
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に期日前投票として手続きを簡素化した（期

日前投票所にて通常の投票所と同様の投票を

行う）ことが増加に貢献していると考えられ

る。また、平成10年には在外不在者投票（在

外選挙）制度が導入され、平成12年の衆議院

議員選挙から実施されている。

わが国の場合、選挙日における投票所での

投票が原則であり、不在者投票と期日前投票

は、無弁解では認めず、正当な理由が求めら

れる。また、不在者投票において、投票用紙

は、選挙人が所属地の選挙管理委員長に対し

事由を申し立てて宣誓書を提出し請求するこ

とにより入手し、所在地（実際に投票する市

町村）の選挙管理委員長の管理する投票記載

場所で記入し、内封筒と外封筒に入れて提出

し、所属地の選挙管理員長に送付されること

になっている（本書の技術的定義にしたがえ

ば、この場合は期日前投票に分類される）。

入院している病人、船員、重度身体障害者

等、投票記載場所に行けない者のみが、例外

的に他の方法（指定病院投票、洋上投票、郵

便等投票等）で投票することが出来る。在外

不在者投票（在外選挙）には、在外公館投

票、郵便等投票、及び帰国時に行う国内投票

の３つの投票方法があるが、投票所ないし投

票記載場所以外で投票が行われる（したがっ

て本書の技術的定義で不在者投票と分類され

る）のは、選挙人が自宅その他で候補者名な

いし政党名を書き入れた記入済み投票用紙を

市町村の選挙管理委員会に直接送付する郵便

等投票のみである。

現在の日本の制度に関する限り、本書が憂

慮している不正や強制の問題は、在外不在者

投票の郵便等投票と若干の例外を除き、新た

に生じる余地は少ない。問題が存在するとし

ても、投票日における投票所での投票と同程

度であろう。他方、選挙人にとっての利便性

に関しては、改善の余地があるかもしれな

い。ひとつの改善方法は、投票所ないし投票

記載場所での投票に限り無弁解で認めること

である。もっとも、所属地で投票する期日前

投票において、選挙人は、正当な事由を申し

立てて宣誓書を提出するが、期日前投票所に

準備された（又は事前郵送された入場整理券

の裏面にある）様式に書き込むのみで、事由

の真偽を確認されることなしに投票を認めら

れているようであり、事実上の無弁解で運用

されていると言えなくもない。また、不在者

投票においても、所在地のみで全ての手続き

を完了し無弁解で投票を認める方策を検討す

べきであろう。そのためには、選挙人登録の

全国的データベースと本人確認システムを構

築する必要がある。

期日前投票の期間については、選挙日の公

示または告示（少なくとも衆議院選挙の場合

12日前、参議院議員選挙の場合17日前）の翌

日から選挙日の前日までとなっており、米国

の多くの州とあまり変わらない。長い投票期

間は、選挙人にとって便利になるとはいえ、

米国の経験からは必ずしも投票率を改善する

とは限らないことが明らかになっている。選

挙人の選挙に対する関心を拡散するため長期

的には投票率を下げる効果を持つという仮説

を立てることさえ可能であり、この点は、日

本における実証的研究の対象となり得る。ま

た、選挙運動情報が十分に行き渡らない早期

に投票期間を設定する問題も熟考する必要が

あろう。

（きむら・まさたか 本学部教授

kmr@mx.ibaraki.ac.jp）
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